
 

 

第２節 地域医療の機能分化と連携 

１ 総合診療機能とかかりつけ医機能等の充実 

（１） 施策の現状・課題 

  ア 多施設・多職種連携の中心としての総合診療 

総合診療とは人々が暮らしの中で直面するさまざまな健康上の問題について、患 

者の視点に立ち総合的に問題解決を図ろうとする診療形態を指します。どんな症状 

にも、年齢にもかかわりなく、臓器を診るのではなく患者を一人の人として診療す 

ることが総合診療の特徴です。日本の医療制度は、医師や医療機関を自由に選択す 

ることができますが、患者はいつも適切な診療科を選べるとは限りません。特に高 

齢者では、複数の疾患にり患していたり、通院が困難な方も多く、超高齢社会を迎 

えた現在、ワンストップで受診しやすく、病気の発症・悪化を予防し、多くの問題 

を解決できる医師が求められています。 

このような中、診療所のかかりつけ医＊は、総合診療医として例えば、耳鼻咽喉科、 

眼科、皮膚科など専門分野の医師に患者を紹介したり、重症化や合併症を発症した

場合に複数の診療科を持つ病院へ紹介したりするなどして、専門医や紹介受診重点医

療機関＊、地域医療支援病院などの中核的病院と連携することが求められています。 

また、中核的病院の総合診療科においては、他の診療科と連携して患者の多様な  

ニーズに応えることを求められています。 

患者の家庭や居住する地域を視野に入れた全人的・包括的な医療を展開するために

は、疾病予防、在宅医療、リハビリテーション、健康づくり、福祉・介護サービス    

などを多施設・多職種と連携して包括的に医療を提供しなければなりません。 

総合診療に従事する医師にはこうした多施設・多職種間の連携を図って、地域   

ぐるみで患者の生活を心理的・社会的にも支える視点が求められます。 

 

イ 総合診療専門医 

総合診療専門医は、特定の臓器や疾患領域に特化した専門医とは異なり、全ての  

臓器・領域の高頻度疾患に対処できる全科的医療を実践できる臓器横断包括性にその

専門性があります。急速な高齢者の増加等を踏まえ心理的・社会的な視点を含めた  

総合的な診療能力を有する医師の必要性がより高まることから、平成３０年度から 

開始された専門医制度においては、「総合診療専門医」が基本診療領域の専門医として

位置づけられています。 

総合診療を担う医師の専門性は学術的にも評価されており、県内における養成や質

の高い人材の確保への取組が必要です。 

 

ウ 医療資源の有効な活用、医療機能の分担 

地域によっては中核的病院の勤務医は、地域医療を支える立場から自分の専門以外

の患者や軽症の患者まで診療しなければならない状況が見られます。そのため、最初

に診療するかかりつけ医＊が高頻度症候・疾患に対処し、診断・治療が困難な患者のみ
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専門医や紹介受診重点医療機関＊等に振り分けたり、専門医による治療後のフォロー

アップについて分担したりすることができれば、専門医の負担を減らすことが可能で

す。そこで、かかりつけ医＊には幅広い医療分野に対応できる総合診療能力が求められ

ています。 

高齢者の疾患・病態については、複数の疾患を有すること、慢性疾患が多いこと、

症候が非定型的であること等が特徴として指摘されています。超高齢社会の進展に 

伴い、慢性疾患をはじめとする複数の疾患を有しつつ、外来診療や訪問診療を利用  

してそれらを管理しながら住み慣れた地域で生活を継続する方が増加すると見込まれ

ます。このため、外来診療や在宅療養、さらには在宅看取りに対するニーズの増大に

対応し、患者のＱＯＬ向上を図るため、かかりつけ医＊を中心に、診療、看護、介護等

が一体となった多施設・多職種連携の体制づくりが必要となっています。 

 

エ かかりつけ医機能が発揮される制度整備 

国では、高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる中、地域によって

大きく異なる人口構造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、支える医療」を  

実現していくために、これまでの地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、    

かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進めていく必要があるとして、令和５年５

月に医療法の一部改正を行いました。令和６年度からは、国民・患者がかかりつけ医

機能を十分に理解した上で、自ら適切に医療機関を選択できるよう、医療情報提供  

制度による国民・患者への情報提供の強化が、また、令和７年度からは、慢性疾患を

有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるために必要な  

かかりつけ医機能について、各医療機関から都道府県知事に報告する制度の創設が 

予定されています。 

 

（２）施策の具体的展開 

ア 総合診療専門医の養成・確保 

○ 総合診療科の専門研修基幹施設による連携を推進するなど、地域医療に必要な、幅  

広い疾患を包括的・協調的・継続的に診療できる能力を持った総合診療専門医の養成・

確保に努めます。 

 

イ かかりつけ医＊等の機能の向上 

○ 関係団体と協調して、初期診療や健康相談、各医療資源の紹介・振り分け機能、在宅

療養支援、地域に根差した福祉のサポート機能等を有するかかりつけ医＊等の機能の 

向上を図ります。 

○ 国において予定されているかかりつけ医機能が発揮される制度整備の動向を注視し、

必要な対応を実施します。 

 

ウ 医療機能の分化・連携の推進 

○ 地域の病院や診療所などの医療機関、さらには在宅療養を支える訪問看護     
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ステーションや介護事業所等が役割分担と相互連携の推進を図るため、地域の実情に 

応じた情報共有の仕組みづくりを推進します。 

○ 二次保健医療圏＊ごとに地域の医療機関や関係団体、市町村などで構成される地域保

健医療連携・地域医療構想調整会議等を開催し、関係者間の役割分担と相互連携の推進

等、保健医療体制の充実に向けた協議を促進します。 

○ 患者の紹介・逆紹介、施設・設備の開放、近隣の医療従事者への研修など、地域医療

支援病院等が実施する地域医療支援活動に対して支援します。 

○ 紹介受診重点医療機関＊の明確化によって、地域の外来医療の役割分担と連携を   

進めます。 

 

図表 5-2-1-1 総合診療科の専門研修の専攻医の推移(千葉県) 

 
資料：日本専門医機構発表資料 

 

図表 5-2-1-2 総合診療専門医のアイデンティティ 

❶ どんな症状にも、何歳でも診察し、必要であれば専門医を紹介してくれる医師 

❷ 日常的に頻度が高く幅広い領域の病気とケガに対応できる医師 

❸ 臓器を診るのではなく患者を一人の人として診る医師 

❹ 患者個人の治療だけでなく、その生活を支える家族もまるごと診てくれる医師 

❺ どんな相談にも耳を傾け、向き合う医師 

❻ 病気の治療だけでなく予防から終末期まで継続的に診てくれる医師 

❼ 地域全体の健康を考えてくれる医師 

❽ 看護師・薬剤師等の多職種や行政と連携し、住み慣れた地域での暮らしを支えるチーム

の核となる医師 

出典：日本専門医機構 総合診療専門検討委員会リーフレット 
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２ 地域医療連携の推進 

（１）施策の現状・課題 

地域の限りある医療資源を無駄なく効率的に活用し、効果的な医療提供体制を 

構築するためには、各医療機関の具体的な役割分担を明確化し、疾病の段階に応 

じて適切な医療資源を利用することができる流れを構築することが大変重要で 

す。こうした「循環型地域医療連携システム」を構築し、推進していくために、 

地域医療支援病院などが大きな役割を果たしています。 

紹介患者に対する医療提供、医療機器の共同利用等を通じて、かかりつけ医＊、    

かかりつけ歯科医を支援する「地域医療支援病院」は、令和５年８月現在で、県 

内２３箇所に整備されています。 

このほか、かかりつけ医＊からの紹介状を持って受診いただくことに重点を置 

き、「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹的に担う医療機関である 

「紹介受診重点医療機関＊」は、令和５年８月現在で県内に３９箇所あります。 

また、地域医療の連携強化と施設の効率的な運用を図るため、入院施設や特殊 

な検査機器を持たないかかりつけ医＊、かかりつけ歯科医に施設・設備を開放し 

ている「開放型病院」は、令和５年８月現在、県内１７箇所に設置されています。 

これらの医療機関を含め、医療機器の共同利用を受け入れている医療機関は、県 

内で１４７箇所あります。 

 

（２）施策の具体的展開 

〔地域医療支援病院の整備等〕 

○ 引き続き、地域医療支援病院が二次保健医療圏ごとに整備されるよう努めるとと

もに、患者の紹介・逆紹介、施設・設備の開放、近隣の医療従事者への研修など、

病院の実施する地域医療支援活動に対して支援します。 

 

〔地域医療連携の推進〕 

○ 地域医療支援病院における開放型病床の共同利用を促進します。 

○ 新規に共同利用の対象となる機器を購入する医療機関については、共同利用計画

書の提出を依頼します。提出された共同利用計画書は、協議の場において当該医療

機器の共同利用予定等に関する情報を共有するほか、県ホームページに公表する 

ことで、地域における医療機器の共同利用を推進します。 

○ 地域保健医療連携・地域医療構想調整会議の開催を通じて、紹介受診重点医療 

機関＊をとりまとめる等、地域の医療機関の役割分担の明確化・連携を促進します。 
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（３）施策の評価指標 

指  標  名 現状（令和５年度） 目標 

地域医療支援病院の所在する

医療圏の数 
９医療圏 

９医療圏 

（令和１１年度） 

医療機器の共同利用を受け 

入れている医療機関数 
１４７施設 

１５９施設 

（令和８年度） 

他医療機関の医療機器を共同

利用している医療機関数 
４３７施設 

４７３施設 

（令和８年度） 
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図表 5-2-2-1 地域医療支援病院のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地域医療支援病院》 
 ・紹介患者の診療 
 ・開放型病床の確保 
 ・医療機器の共同利用 
 ・救急医療の提供 
 ・研修の実施  等 

《かかりつけ医、かかりつけ歯科医》 
 ・患者への医療提供 
 ・病状に応じ患者を紹介 

 
県   民 

 

患者の紹介 
患者の逆紹介 
機器の共同利用 
救急医療の提供 等 

受  診 救急搬送 
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東京ベイ・ 
浦安市川 
医療センター 

 

 

新松戸中央総合病院 

千葉西総合病院 
松戸市立総合
医療センター 

北総白井病院

船橋市立医療センター 
セントマーガレット病院 

千葉市立海浜病院

君津中央病院

亀田総合病院 

千葉県こども病院

■：地域医療支援病院 
●：開放型病院 

千葉労災病院 

成田赤十字病院 

国立病院機構千葉医療センター 

東京女子医大八千代医療センター

小張総合病院 

国保旭中央病院 

東邦大学医療センター 
佐倉病院 

千葉市立青葉病院

済生会習志野病院 
東京歯科大学 
市川総合病院 

国府台病院

帝京大学ちば総合医療センター

東京慈恵会医科
大学附属柏病院

順天堂大学
医学部附属
浦安病院 

東千葉メディカルセンター 

日本医科大学 千葉北総病院 

図表 5-2-2-2 千葉県内の地域医療支援病院及び開放型病院 
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３ 自治体病院の連携の推進や経営改善の支援 

（１）施策の現状・課題 

県内の市町村又は市町村で構成する一部事務組合＊等や地方独立行政法人が  

運営する自治体病院は、令和５年４月現在で２５病院あり、それぞれが他の医療

機関と協働して、地域医療を支えています。 

県では、平成２０年９月に千葉県自治体病院支援対策本部＊を設置し、その後、

毎年、各自治体病院の経営状況や人材確保の状況等について実態調査を実施して

います。実態調査の結果、令和２年度以降、県内自治体病院の経常収支が大幅に

黒字化したことが判明しましたが、これは新型コロナウイルス関連補助金による

医業外収益の増加が主な要因と考えられます。 

また、各病院の設置主体は、国から示されたガイドライン等を踏まえ、病院  

事業の経営改革のための計画を策定し推進しています。直近では、令和４年４月

に示された「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガ

イドライン＊」に基づき、地域の中で各公立病院が担うべき役割・機能を改めて見

直し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する「機能分化・連携強化」

を進めていくことができるよう、「地域医療構想を踏まえた各病院の果たすべき役

割」や「医師・看護師等の確保と働き方改革」、「新興感染症等に備えた平時から

の取組等」を盛り込んだ経営強化プラン＊を、令和５年度までに策定することとな

っています。 

県は、実態調査の結果や、各自治体病院における経営強化プラン＊等の内容を  

踏まえて、各病院の状況に応じた助言や支援等を行っています。 

 

（２）施策の具体的展開 

〔自治体病院の連携の推進〕 

○ 地域医療の中心的な役割を果たしている自治体病院について、自治体病院相互

やその他の医療機関との役割分担や連携の推進を支援します。 

 

〔自治体病院の経営改善と機能強化への支援〕 

○ 各自治体病院における経営強化プラン＊に沿って、地域医療構想と整合した持

続可能な医療提供体制が確保できるよう、公立病院の経営強化に向けた取組に  

ついて、積極的に支援していきます。 

なお、公立病院等の機能分化・連携強化については、「循環型地域医療連携   

システム」や地域における公立病院等の機能分化・連携強化や経営形態の見直し

等の具体的な動き等を踏まえ、市町村の意向等も十分把握し、総合的に進めて  

いきます。 

○ 自治医科大学の卒業医師の医師派遣、医師修学資金を受けた医師の自治体病院

での勤務、医師が不足する自治体病院への医師派遣などにより、地域の自治体 

病院に勤務する医師の養成・確保を図り、経営改善につなげます。 

○ 自治体病院の医師確保や経営状況についての実態調査などを踏まえ、経営改善

のためのより効果的な支援策等の検討や、中長期的な視点からの地域医療の  
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安定的な確保に向けた取組を進めます。 

○ 地域において中核的機能を果たす自治体病院の施設整備等に対して助成し、 

機能強化や機能分化を促進することで地域医療の充実を図ります。 

 

図表 5-2-3-1 県内自治体病院（県立病院を除く。）における経常収支の年次推移 

（単位：百万円） 

 

※一般会計及び地方独立行政法人が運営している病院を除く。 

 
資料：市町村公営企業決算概況（千葉県） 

 
図表 5-2-3-2 県内自治体病院（県立病院を除く。）における医業収支の年次推移 

（単位：百万円） 

 
※一般会計及び地方独立行政法人が運営している病院を除く。 

資料：市町村公営企業決算概況（千葉県） 

 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

経常収益 130,326 132,375 97,541 102,431 105,912 106,054 111,948 117,368

経常費用 130,889 133,662 101,027 104,261 108,512 108,414 108,771 111,161

経常損益 ▲ 563 ▲ 1,287 ▲ 3,486 ▲ 1,830 ▲ 2,600 ▲ 2,360 3,177 6,207

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

医業収益 112,512 114,250 81,882 83,921 87,947 89,276 83,596 89,049

医業費用 121,017 123,419 94,356 97,129 101,454 100,978 101,113 103,415

医業損益 ▲ 8,505 ▲ 9,169 ▲ 12,474 ▲ 13,208 ▲ 13,507 ▲ 11,702 ▲ 17,517 ▲ 14,366
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千葉県千葉リハビリテーションセンター 

千葉県がんセンター 

 

千葉県こども病院

青葉病院 

 
船橋市立医療センター 

松戸市立総合
医療センター 

柏市立柏病院 

さんむ医療センター 

大網病院

東千葉メディカルセンター 

東陽病院 

多古中央病院
旭中央病院 

香取おみがわ
医療センター 

匝瑳市民
病院 

銚子市立病院 

東庄病院

千葉県立佐原病院 

いすみ医療センター 

長生病院 

千葉県循環器病センター 

君津中央病院

大佐和分院 

千葉県総合救急災
害医療センター 

海浜病院 

鋸南病院 鴨川市立国保病院 

富山国保病院 

 

桜木園

船橋市立リハビリテーション病院 

図表 5-2-3-3 千葉県内の自治体病院 

 
 
 

令和６年４月時点 
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４ 県立病院が担うべき役割 

（１）施策の現状・課題 

〔県立病院の現況〕 

現在、千葉県では、地方公営企業法全部適用＊の事業として病院局において管理・運営す

る高度・特殊な専門医療を取り扱う３病院（がんセンター・総合救急災害医療センター・

こども病院）、循環器に関する高度・特殊な専門医療と地域における中核医療を行う病院

（循環器病センター）、地域の中核医療を行う病院（佐原病院）の計５病院と、指定管理者

が管理・運営する特殊な専門医療を取り扱う１病院（千葉リハビリテーションセンター）、

合わせて６病院を設置しています。 

各県立病院は担うべき使命が異なっていますが、それぞれの病院の機能・特性に応じて、

各県立病院が担うべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最適化した上で、病院間の連

携を強化する「機能分化・連携強化」を進めていくことが求められています。 

これからの県立病院の方向性としては、千葉県立病院改革プランや地域医療構想に沿っ

て、経営健全化や医療機能の見直しを図りつつ、県全体の医療提供体制の見直し等の議論

を見据え、その議論の中で県立病院が果たすべき役割を確立し、県民や市町村、関係団体

等に示していくことが不可欠です。 

 

〔循環型地域医療連携システムとこれを補完・拡充する全県と複数圏域に対応した医療〕 

千葉県では、がん、脳卒中＊等の疾病毎、また二次保健医療圏毎に構築された循環型地域

医療連携システム＊を通して、可能な限り地域で医療が完結できる体制を目指しています。 

二次保健医療圏毎に構築された循環型地域医療連携システムに加えて、地域を越えた対

応が必要な事案など当該システムを補完する役割が必要になってきます。 

例えば、県立病院には、圏域では対応できない医療の最後の砦としての役割とともに、

高度専門的見地から地域の医療機関を支援していく役割が求められます。 

また、こうした高度専門的な医療については、高度専門的技術をもつ人材の適正配置や、

高性能・高額な医療機器など施設・設備の重複配置をなくすなど集約化を図っていく必要

があり、こうした面からも、二次保健医療圏を越えた対応が必要です。 

健康づくり・予防、急性期＊医療、回復期＊医療、在宅医療、介護・福祉など、段階に応

じた循環型地域医療連携システムとこれを補完する高度専門的医療等の全県や複数圏域に

対応した医療を医療資源チームの一員として位置付けて、連携を図った保健・医療・福祉

の流れを構築することが重要です。 

 

〔県立病院が担うべき政策医療〕 

医療圏毎に構築された循環型地域医療連携システムを補完・拡充する機能、すなわち、

全県や複数圏域に対応した医療機能については、県民の命を守るため、県として全力で取

組むべき課題であることから、その責務を果たしうる県立病院の役割を確立することを目

指す必要があります。 

すなわち、県立病院が担うべき政策医療とは、がん、循環器などの高度専門医療など全

県や複数圏域を対象とした医療を中心とします。 

また、専門的見地から地域の医療機関への支援や、今後の医療のモデルとなるべき先進
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的な取組み等も県立病院が担うべき医療です。 

もちろん、全県や複数圏域を対象とした医療機能については、県立病院のみが担うもの

ではありません。大学病院や国立病院機構、地域の中核的基幹病院等とも役割分担しなが

ら、全県や複数圏域を対象とした医療機能を担っていく必要があります。 

一方、二次保健医療圏で完結する一般医療については、全県的見地からの対応ではなく、

地域の実情を踏まえた医療提供体制を整備していく必要があることから、地域の民間病院

や市町村等が担うことが重要です。したがって、県立病院の持つ医療資源については、可

能な限り全県や複数圏域の見地から配分していくことが重要です。 

大規模災害発生時において、効果的な医療救護活動が行えるよう、県立病院は災害時医

療の中核的な医療活動を展開する必要があります。 

 

（２）施策の具体的展開 

〔県立病院の将来方向〕 

○ 県立病院については、以上のような循環型地域医療連携システムを補完・拡充する機

能、すなわち、医療圏内で完結することができない高度専門的な医療について全県及び

複数圏域を対象とした医療機能を担っていくことを基本とします。また、県全体の医療

の質の向上のための人材育成と情報提供機能を担っていきます。 

○ 一方、これまで県立病院が担ってきた地域完結型の一般医療については、県民の理解

を求めながら、地域の実情に応じて小回りのきいた医療サービスが提供できるよう地域

の自治体等が中心となり、新たな医療提供体制の枠組みへの再構築を進めることとしま

す。 

○ 再構築にあたっては、循環型地域医療連携システムを踏まえるとともに、国の「公立

病院経営強化ガイドライン＊」、地域医療構想等を勘案して進めていきます。県は、新た

な医療提供体制が整うまでは、これまで県立病院が担ってきた地域医療の水準が後退し

ないよう医師確保など十分に配慮しながら、こうした地域の自治体等の取組を積極的に

支援していきます。 

○ 災害に備え、医療救護活動に必要な応急医療資器材等の更なる整備や災害派遣医療チ

ーム（ＤＭＡＴ）＊、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）＊の派遣体制の強化を進めて

いきます。 

  総合救急災害医療センターは、基幹災害拠点病院として、被災地からの重症傷病者の

受入れなどを行うとともに、平時には、県内の医療従事者に災害医療に関する研修を行

っていきます。 

 

〔県立病院が担うべき具体的な医療機能〕 

○ 県立病院が担うべき具体的な医療機能については、以下のような機能が考えられます。 

なお、循環型地域医療連携システムを補完・拡充する機能を担うという県立病院の役

割分担を踏まえ、全県や複数圏域を対象としたがん医療、循環器医療、小児医療、リハ

ビリテーション医療、救急医療、精神科医療等の高度専門的な医療などに取り組みます。 
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ア 先端・高度専門的ながん医療と研究 

○ 県立病院は、千葉県がん対策推進計画に基づく、がんの予防、早期発見、がん医療 

 の充実、在宅緩和ケア＊の推進、がん患者や家族への相談支援、人材の育成、研究など、 

総合的ながん対策の推進に積極的に協力します。 

   特に、県のがん対策の中核的役割を担う施設として、がん登録＊データの分析、千葉 

県共用地域医療連携パス＊を活用した地域の医療機関との連携、診療支援医師の派遣 

調整、医療従事者の研修、相談支援、情報提供等の充実強化を図ります。さらに、地 

域がん診療連携拠点病院＊等に対し、情報提供、症例相談や診療支援を行うなど、都道 

府県がん診療連携拠点病院＊としての機能を担います。 

○ 急速な高齢化に伴って急増が見込まれるがん患者に対して、質の高いがん医療を提 

供していきます。特に、我が国に多いがん（肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び 

乳がん）については、集学的治療＊及び緩和ケア＊を引き続き行うとともに、標準的治 

療＊等がん患者の状態に応じた適切な治療を行うほか、循環器疾患や糖尿病などの合 

併症を有する患者への対応や緩和ケアの医療ニーズに対応していきます。それに加え 

て、県内に対応できる医療機関が少ない希少がんについても対応していきます。 

○ 圏域では対応できない先進的で専門性や難易度の高いがん医療、例えば、専用のコ

ンピュータを用いて、複数のビームを組み合わせることで放射線の強弱をつけ、腫瘍

の形に適した放射線治療を行うＩＭＲＴ（強度変調放射線治療）や胃がんや大腸がん

に対する内視鏡的切除、鏡視下手術の実施、人間である術者の手の動きを忠実にロボ

ット鉗子が再現して行う「ロボット手術」、ゲノム医療＊への取り組みなど、先端・高

度ながん治療や低侵襲治療＊を提供します。 

   また、大学等と連携して、臨床試験・治験を通じた最先端医療の提供や新しい治療 

薬の開発などに取り組む必要があり、臨床部門と研究部門が有機的な連携を図ること 

で、これら医療の研究・開発機能を一層強化します。 

○ 患者の心と体を総合的に支援するため、地域の医療機関、在宅医療資源、ボランテ

ィアグループなどと連携し、地域で患者・家族を支える仕組みづくりに取り組んでい

きます。 

○ 研究分野では、がんの発生メカニズムや抑制等の研究、創薬、治療法の開発、ゲノ

ム解析によるがん原因遺伝子等の探索、疫学調査に基づく予防等の研究など、基礎的

な研究成果の臨床応用研究を推進していきます。 

 

イ 高度専門的な循環器医療 

○ 脳血管疾患＊・心血管疾患等の循環器疾患の診断・治療は近年その発達が著しい分野

であり、診断には種々の高額医療機器が必要で、治療に関しても開頭手術、血管内治

療、特殊な薬物治療などのように多様化、専門化している一方で、これらの全ての診

断・治療に対応できる施設は極めて限られています。県立病院は、圏域では対応でき

ない高度専門的で、難易度の高い循環器医療として、ガンマナイフ＊、３２０列ＣＴ装

置＊等の専門機器の活用など、特殊な脳血管疾患・心血管疾患の診断・治療の機能を担

っていく必要があります。 

○ 急性期については、例えば、脳卒中という緊急性の高い疾患に対応するには、脳神
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経外科医・神経内科医が常勤医として勤務し、２４時間３６５日対応可能な病院から

なる体制が必要です。また、心筋梗塞＊の急性期治療においても、循環器科医をはじめ

とした医療従事者等の２４時間３６５日勤務体制が必要であり、さらに冠動脈撮影、

心エコ－等の高額医療機器も常時稼働可能な状況でなければなりません。こうした現

状を踏まえ、患者搬送ヘリの活用など医療圏を越えた強力なネットワークによるバッ

クアップ体制を構築することが求められており、その中核機能を担っていく必要があ

ります。 

○ こうした中、循環器病センターは、循環器に係る高度専門医療を提供するとともに、

地域の一般医療も担っていますが、循環器病センターが所在する市原医療圏及び隣接

する山武長生夷隅医療圏内に複数の救命救急センター＊が指定されていることなどを

踏まえ、将来的な専門医療と地域医療のそれぞれのあり方について、全県的な視点と

当該地域の状況を踏まえて検討する必要があります。 

 

ウ 高度専門的なこども医療等と周産期医療 

○ 県立病院は、一般の医療機関で対応が困難な高度専門的で、難易度の高い各種の新

生児＊疾患や重度小児疾患等の治療を担っていく必要があります。また、全県的な小児

科ネットワークの中心的な存在としての機能を果たす必要があるほか、県全体の三次

救急医療＊を担うとともに、各圏域における小児救急医療体制の現状から必要に応じ、

二次救急医療＊体制を補完・バックアップする機能を担っていく必要があります。 

○ 一般的に小児の在宅医療は成人に比べ障害の程度が重く、高度な医療的管理が必要

であるとともに、提供されるケアへの親の要求水準は高く、一方で社会資源は乏しい

という現状があります。このため、家族が行う医療的ケアへのサポートや関係機関と

の連絡調整など小児在宅医療に対する支援を充実していきます。 

○ 先天性疾患児の治療については、胎児の段階からの対応、出産病院からの搬送によ

るリスク、搬送に伴う母子分離による母親の不安等を考慮すると、出生前、出生後の

一貫した胎児・母体管理、分娩（出生）直後からの新生児治療を可能とする産科を交

えた周産期医療＊との一体的な展開が必要とされていることから、県立病院において

周産期医療に取り組みます。 

 

エ 高度専門的なリハビリテーション医療 

○ 県立病院は、個々の医療機関等では対応できない、高度な医学的リハビリテーショ

ン（診断、治療、各種の先進的なリハビリテーション治療、義肢＊装具＊処方・製作、

ソーシャルワークなど）から福祉サービスを利用した社会復帰に至るまで、各ライフ

ステージに沿った、包括的な総合リハビリテーションセンター機能（相談、診察、治

療、訓練、補装具＊製作、家屋改造指導、家族への介護法などの指導、復学・復職や社

会資源利用などのソーシャルワーク、地域医療との連携等を含む。）を担っていく必要

があります。 

○ 特に、 

・障害のある子どもに対する療育＊の提供（医療型障害児入所施設等の運営を含む。） 

・重症化・重複障害化＊の脳血管障害のある人に対するロボットを活用した先進的なリ
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ハビリテーション治療の実施 

・脳血管障害、脳外傷等による高次脳機能障害＊、脊髄損傷など、一般病院では対応し

きれない障害に対する専門的・包括的リハビリテーションの提供 

・障害のある人等に対するテクノエイド＊機能の整備 

・全身性骨・関節疾患（リウマチを含む。）への医療・リハビリテーションの提供 

・四肢の切断患者等への義肢・装具の処方・製作とリハビリテーション治療の提供 

・障害のある人・高齢者等の地域在宅生活の促進と維持のための多様な支援ネットワ

ークの構築 

等に取り組みます。 

○ また、千葉県リハビリテーション支援センター＊の機能を担い、①各二次保健医療圏

に指定される地域リハビリテーション広域支援センター＊に対する支援、②リハビリ

テーション資源の調査・情報収集、③関係団体との連絡調整、④リハビリテーション

実施機関等のネットワークの構築等の役割を一層果たしていきます。 

○ 千葉リハビリテーションセンターが、こうした県立施設としての機能・役割を果た

すとともに、増加する県民ニーズに応えるため、施設を再整備し、高度な医療的ケア

が必要な利用者のための医療機能や個々の障害の状態に対応したリハビリテーショ

ン機能の充実を図っていきます。 

 

オ 全県や複数圏域を対象とした救急医療 

○ 県立病院は、他の救急医療機関での対応が困難な症例や、受け入れできない場合の

受け皿として、各分野の専門医が３６５日、２４時間体制で、心筋梗塞、脳卒中、多

発外傷等の重篤救急患者の治療にあたるとともに、高度救命救急センター＊として広

範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特殊救急疾病患者の救命救急医療を担っていく必

要があります。また、各二次保健医療圏において、種々の要因により対応が困難とな

っている救急患者の収容を日々調整・補完する機能を担う必要があります。さらに、

精神科医療との連携により、一般診療科では対応困難な身体・精神科合併救急患者に

ついて、迅速かつ適切な医療を提供していく必要があります。 

これらの課題については、新たに整備した総合救急災害医療センターが対応してい

きます。 

○ 県内の三次救急医療機関や消防機関等とのネットワークづくりを進めるとともに、

救急医療情報の①収集、②分析・評価、③調整、④提供を行うセンターとしての機能

を担っていく必要があります。具体的には、救急患者の搬送をスムーズに行うための

情報ネットワークを三次救急医療機関や一部の二次救急医療＊機関と消防機関を含め

た形で構築・管理することで、多発外傷、全身熱傷、指肢切断などの重症外因性疾患、

及び内因性疾患の中でも解離性大動脈瘤＊や重症心筋梗塞、重症脳卒中など、緊急に専

門的な対処が必要な病態に関する応需情報＊などを関係機関が共有するとともに、必

要に応じて、身体・精神合併救急患者等の三次救急間の受入に係るコーディネートを

行います。 

○ 一方、救急医療体制の確立には、それに従事する医療従事者の確保・育成が大きな

柱となります。そこで、全県域を対象に、大学病院や他の救命救急センター等と連携
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して、県立病院の持つ高度な救命救急医療技術に係る研修の実施等による支援を行う

ことが、全県にわたる救急医療体制の確保を図る上で効果的です。 

 

カ 全県や複数圏域を対象とした精神科医療 

○ 自己の症状について的確妥当な判断が困難な状態にある精神に障害のある人（特に

措置入院＊患者）は、公的な医療機関で医療保護を受けることが妥当とされ、「精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律」第１９条の７の規定により、都道府県に精神科

病院の設置が義務づけられています。 

○ 特に、県立病院は、休日・夜間等において精神疾患の急激な発症や精神症状の急変

等により早急に適切な医療を必要とする患者への相談に応じ、迅速な診察の実施、精

神科医療施設の紹介及び必要な医療施設の確保を目的とした精神科救急医療システ

ムの中心的役割を担うセンターとして、急性期患者の２４時間体制での受け入れ機能

とともに、本人・家族、救急隊等からの直接相談等を受ける精神科救急情報センター ＊

（医療相談窓口）機能を担っています。また、総合救急災害医療センターにおいて、

一般診療科では対応困難な身体・精神科合併救急患者について、迅速かつ適切な医療

を提供していくほか、身体・精神科合併救急医療の全県ネットワークの構築を目指し

ます。 

○ 「入院医療中心の治療体制から地域ケアを中心とする体制へ」という精神科医療の 

大きな流れを先導するため、通院患者の継続医療のための様々な援助により患者の在 

宅復帰を積極的に支援していきます。 

○ さらに、精神に障害のある人の早期治療、社会復帰につなげるため、総合救急災害 

医療センターと同一施設内に設置されている精神保健福祉センター（県こころセン 

ター）と連携を図り、隙間のない精神保健福祉サービスを提供していきます。 

 

キ 災害医療 

○ 大規模災害発生時には、県立病院では災害拠点病院＊を中心に、各種災害医療の中 

核的な役割を担う必要があります。 

○ 特に総合救急災害医療センターでは、高度救命救急医療及び精神科救急の機能を」 

最大限に活用するとともに、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴを同一病院内で運用できる機能を 

活かして身体・精神両面にわたる包括的な災害医療を提供します。 

○ さらに、他の医療機関や消防との連携のもと、大規模な自然災害のみならずテロ 

等の人的災害の発生時においても、県の中心的災害医療センターとしての役割を果 

たしていきます。 

 

ク 人材育成機能等 

○ 県立病院の有する様々な資源を活用した卒後臨床研修や平成３０年から開始され 

た専門医制度＊における専門研修＊を通じて、全人的で科学的根拠に基づいた医療を実 

践する多くの優秀な医師の育成機能を担う必要があります。 

○ また、専門的医療に関する医療関係者に対する研修の実施や研究等を通じて県全 

体の医療の質の向上に努めることも県立病院が担うべき機能の一つです。 
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○ さらに、県立病院では、今後の医療のモデルとなるような先導的取組も担うべき機 

能の一つです。団塊の世代全員が７５歳以上となる２０２５年を見据え、地域包括ケ 

アシステムを医療面から支援する、地域と連携した訪問診療＊・訪問看護などについ 

てモデル的に取り組んでいきます。 

 

ケ 医療安全 

○ 県立病院では、県民に安全で良質な医療を提供できるよう、各病院に医療安全管 

理室を設置し、副病院長等を医療安全管理の責任者とするなど体制の整備を図って 

いるところです。 

○ さらに、外部有識者で構成された医療安全監査委員会が、定期的に第三者の視点 

から県立病院の医療安全管理体制を監査し、医療安全の推進を図っています。 

○ また、医療安全に関する透明性を確保するため、医療上の事故等の公表、内部通 

報制度などの制度を活用して、安全・安心を最優先に医療を提供していきます。 
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５ 薬局の役割 

ア 施策の現状・課題 

地域において安全で質の高い医療を提供するためには、薬物療法についても入 
院から外来・在宅医療へ移行する中で円滑に医薬品を提供し続ける体制を構築す 
ることが重要です。 
そのために、医療機関等と連携の上、患者の状態や服用薬を一元的・継続的に 

把握し、処方内容をチェックすることにより、複数診療科受診による重複投薬、 
相互作用の有無や、副作用・期待される効果の継続的な確認ができ、薬物療法の 
安全性・有効性が向上することを目的に、かかりつけ薬剤師・薬局＊が推進され 
ています。 
また、かかりつけ薬局では、入退院時における医療機関等との連携、夜間・休 

日等の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすことも求められています。 
かかりつけ薬剤師・薬局の今後の姿を明らかにするとともに、中長期的視野に 

立って現在の薬局をかかりつけ薬局に再編する道筋を提示する「患者のための 
薬局ビジョン」に基づき、令和７年までにすべての薬局がかかりつけ薬局とし 
ての機能を持つことが求められています。 
しかしながら、県政に関する世論調査（令和４年度実施）によると、かかりつ 

け薬局を持っている人の割合は、令和４年度は４７．１％であり、平成２８年度 
調査時と比較して６．６ポイント上昇しておりますが、持っていないが必要性 
を強く感じている人の割合も３１．４％と平成２８年度に近い水準のままであ 
り、より一層の定着の促進が求められています。 
さらに、患者が自身に適した薬局を選択することができるよう、地域連携薬 

局＊や専門医療機関連携薬局＊の認定制度が始まったことから、その役割や特徴 
等について周知する必要があります。 
また、健康サポート薬局＊には、地域住民による主体的な健康の維持・増進を 

積極的に支援することが求められています。 
 

図表 5-2-5-1 かかりつけ薬局を持っている人の割合の推移 

 

資料：県政に関する世論調査（千葉県） 
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今後の在宅医療の進展にともない、患者宅に訪問し薬剤管理指導に対応でき 
る薬局の整備と充実を図ることが必要とされるとともに、在宅に係る医療・介 
護関係者の連携を図ることが期待されています。 
また、本県における薬局の処方せん受取枚数は、令和４年度で約３，６４２万 

枚となっており、医薬分業＊率（処方せん受取率）は７９．８％と、全国平均 
７６．６％を上回っています。 

 
イ 施策の具体的展開 

〔かかりつけ薬剤師・薬局の啓発〕 
○ 県民にかかりつけ薬剤師・薬局や認定薬局＊、健康サポート薬局等について理解

を得るため、薬剤師による適切な服薬指導の必要性やお薬手帳＊の活用などについ

て、各種広報媒体を活用し広報啓発を行うとともに、県薬剤師会と連携し、高齢者

や若年層を対象とした医薬品の適正使用等の講習会を実施します。 
 
〔薬局機能情報等の提供〕 
○ 薬局機能情報提供制度については、これまで各都道府県のシステムにより運用さ

れてきましたが、令和６年度から厚生労働省が管理する全国統一システムに移行し

て本格運用されるため、その適切な運用に努めます。 

 
〔地域包括ケアシステムにおける薬剤師・薬局の役割の確立〕 
○ 薬局が地域における既存の役割等も生かし、薬物療法に関して、地域包括ケアシ

ステム＊の一翼を担うことができるように、訪問薬剤管理指導等対応薬局＊の拡充と

レベルアップを支援するとともに、薬局と地域の多職種との連携の推進を図ります。 
 

ウ 施策の評価指標 

 

指  標  名 現状（令和４年度） 目標（令和１１年度） 

かかりつけ薬剤師・薬局の定着度 ４７．１％ ６４．０％ 
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６ 患者の意思を尊重した医療 

（１）施策の現状・課題 

重病になった時、認知症が重度化した時、突然の事故に遭って意識を失った時など、 

自分で意思表示ができない状況になった時に、どのような医療を受けるか、どこでど 

のように暮らしたいかについて、家族が重要な決断を迫られることがあります。患者 

本人が望む医療を受けるために、家族の負担を減らすために、日頃から自分なりに考 

えを整理し、家族や医療従事者などの周囲の人たちと話し合い、共有しておくことが 

重要です。また、医療に関する正確で十分な情報を持つ患者は多くはないことから、 

医療従事者側からの必要かつ適切な情報の提供や相談体制の整備も重要です。 

また、近年、こうした「今後の治療・療養について患者・家族と医療従事者があら 

かじめ話し合う自発的なプロセス」「年齢と病気に関わらず、成人患者と、価値、人生 

の目標、将来の医療に関する望みを理解し共有するプロセス」については、「アドバン 

ス・ケア・プランニング（ＡＣＰ＊）」（愛称：人生会議＊）として注目されており、国 

や関係団体においても普及啓発に向けた検討や取組が進められています。 

しかしながら、千葉県が行った「令和５年度在宅医療実態調査」によれば、人生の

最終段階における医療について、家族や医療従事者と話し合っている県民は多くなく、 

６８．６パーセントの県民は「考えていない」という状況です。 

 

図表5-2-6-1 人生の最終段階における医療・療養についての意識 

  問 あなたは、人生の最終段階における医療・療養について、これまでに考えたことがありますか。 

  問 あなたは、人生の最終段階における医療・療養について、ご家族などの身近な人（医療・介護

関係者）と話し合ったことはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「令和５年度在宅医療実態調査」（千葉県） 

 

 

 

 

 

24.1
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68.6
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家族などの身近な人と話し合ったことがある

医療・介護関係者と話し合ったことがある

考えていない

(％) 
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（２）施策の具体的展開 

〔患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療の推進〕 

○ 世代を問わず全ての県民に対し、人生の最終段階においてどのような医療を受けたい

のかを日頃から考え、家族などの身近な人や医療者と話し合い、どのような選択肢があ

るのかを調べ、整理しておくことの重要性を啓発します。 

○ 医療機関に対しては、医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされた上で、患者

が医療従事者と話し合いを行い、患者本人による決定を基本として人生の最終段階にお

ける医療を進めるプロセスの普及を図ります。 

 

 

図表5-2-6-2 意思表明のプロセス（例） 

意 思 表 明 

自身の価値観や人生観、

最期をどこでどのよう

に過ごしたいのかなど

について、まず自分で

考えてみる。 

Step1

考える 

家族や兄弟、友人などの

身近で信頼できる人や

かかりつけ医などの

医療関係者と話し合う。

Step2

話しあう 

最期を迎える場所や選択

肢にはどのようなものが

あるか、自分の意思を

伝えるための書類など、

関連情報を収集する。 

Step3

調べる 

最期の時期をどのように

過ごしたいかについて、

自分の意思を明確にし、

周囲に依頼したいことを

整理する。 

Step4

整理する 

ステップ 1～4 を
いつでも何度でも
繰り返す 
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